
 

 

 

 

平成３０年度行政事業レビュー 公開プロセス対象事業候補リスト・概要 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 



（単位：百万円）

府省名 厚生労働省 5月8日 公開プロセス開催日

番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄

①
医療提供体制施設整備交付
金

5,193 3,242 ア

医療提供体制の強化を図
るため、救急医療施設や周
産期医療施設等の施設整
備に必要な経費を都道府
県に対して交付するもの。

当該事業は、事業開始から
10年以上が経過し、引き続
き国費を投入して事業を実
施する必要があるか検討
する必要があるため。

② 難病特別対策推進事業 806 910 ア

予算事業である「難病特別
対策推進事業」として、在
宅療養支援、地域連携・情
報共有等を行うとともに、難
病の患者に対する医療等
に関する法律（以下「難病
法」という。）第28条に基づ
く「療養生活環境整備事
業」として、難病患者やそ
の家族等に対する相談支
援、在宅療養患者に対する
訪問看護等を行う。

実施主体：都道府県、指定
都市、政令市、特別区等
補助率：1/2、定額

平成10年度から難病特別
対策推進事業として、医
療・訪問相談、地域連携、
就労に関する情報共有等
の事業を実施しているが、
一方で、難病法に基づく療
養生活環境整備事業とし
て、相談支援、地域交流活
動の促進、就労支援等の
事業を実施しており、事業
の整理合理化が必要であ
ると考えられるため。

平成30年度行政事業レビュー  公開プロセス対象候補事業リスト

外部有識者会合開催日 6月7日、6月14日

想定される論点

執行状況や地域における施設の整備状況等から各事
業の有効性・継続の必要性を精査し、高い政策効果を
実現するために必要な支援のあり方（事業内容の整理・
重点化）を検討するべきではないか。

・難病特別対策推進事業と療養生活環境整備事業で重
複していると考えられる事業内容について整理統合を
行うなど見直しを行い、予算の重点化・効率化を図るべ
きではないか。

・成果目標が「難病相談支援センターにおける相談数」
となっているが、政策目的に照らして適切な成果目標を
設定し、事業内容が成果目標の達成にどの程度寄与し
ているか検証するべきではないか。

【選定基準】

ア 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの

イ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大きいと考えられるもの

ウ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から問題点が指摘されたもの

エ 現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可）

オ その他公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断されるもの
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番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄想定される論点

③
医療機器審査体制基盤強化
費（審査事業）

110 104 イ

医療機器の特性に応じた
適切な審査を迅速に行うこ
とができるよう、審査時に
用いる技術評価指標の作
成や中小・ベンチャー企業
が行う革新的医療機器等
に係る相談・申請手数料の
減免措置等を実施し、医療
機器審査体制の基盤強化
を図る。

本事業については、平成26
年度公開プロセスにおいて
「見直しを行い、適切に予
算積算を行うことが必要」と
の指摘を受け、事業の見直
しを行い予算の削減を図っ
たところであるが、見直し後
も執行率90%未満の状態が
続いていることから、見直し
の成果を検証するととも
に、さらなる見直しを検討
する必要があると考えられ
るため。

④

診療報酬体系見直し後の評
価等に係る調査に必要な経
費（入院医療等の評価に関
する調査研究）

136 250 オ

中央社会保険医療協議会
等における議論や、診療報
酬改定の検討に用いるた
め、以下の項目について調
査・分析を行う。
①入院医療等における実
態調査
②重症度、医療・看護必要
度に係る調査
③電子レセプトデータ等に
係る集計・分析業務
④入院・在宅医療に関する
調査・分析

・例年、１者応札となってい
る契約が見られるため。

・診療報酬改定年度におけ
る執行率が基準を満たして
いないため。
　※平成24年度　５５％（予
算額 ２００百万円）
　　 平成25年度　９８％（
〃　　  ４１百万円）
　　 平成26年度　７２％（
〃　　２１６百万円）
　 　平成27年度　９４％（
〃　　１３６百万円）
　 　平成28年度　７８％（
〃　　２１９百万円）
　 　平成29年度　未定 （
〃　　１３６百万円）
   　平成30年度 　 －　（
〃　　２５０百万円）

・複数の者が応札できるよう、どのような対策を講じてい
るか。また、成果は出ているか。

・隔年で不用額が増えることから、要求時における必要
額の精査は適切なものとなっているか。

・定量的に成果目標及び成果実績を設定・評価すること
が適切かどうか。
※現在の成果目標
　調査項目の活用率（調査項目のうち、中医協等の基
礎資料として活用した調査項目の割合） ： H26、27、28
とも達成率100%

・平成26年度公開プロセスを踏まえた事業見直しの効
果を検証し、さらなる改善が図れないか検討するべきで
はないか。

・改めて不用が生じている要因を分析し、事業の整理合
理化や執行方法の見直しを図るべきではないか。

・活動実績が年々減少しているため、各事業が活動実
績の向上に結びついているか検証するべきではない
か。
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番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄想定される論点

⑤
輸入食品の検査に必要な事
業

1,632 1,759 ア

輸入食品の安全性確保に
ついては、食品安全基本法
第6条において国の責務と
して定められるとともに、第
10条において法制上、財政
上必要な措置を講じること
とされている。
これに従い、厚生労働省に
おいては、食品衛生法第23
条の規定に基づき、毎年度
「輸入食品監視指導計画」
をパブリックコメント実施の
上策定し、必要な検査項
目、検査件数等を定め検疫
所における検査を実施して
いる。

輸入食品の検査について
は、今後、更なる件数の増
加が見込まれる状況にある
が、一方で、今後、体制の
拡充は困難であることか
ら、現在の検査項目の妥当
性の検証や、新たな代替方
策を検討する必要があるた
め。

⑥ 地域支援事業交付金 156,930 198,754 ア

地域包括ケアシステムの構
築に向けて、高齢者の社会
参加・介護予防に向けた取
組、配食・見守り等の生活
支援体制の整備、在宅生
活を支える医療と介護の連
携及び認知症の方への支
援の仕組み等を一体的に
推進しながら、高齢者を地
域で支えていく介護予防・
生活支援サービスの体制
を構築する。

一部事業の成果目標しか
設定されておらず、事業全
体の成果目標が設定され
ていないため、適切な予算
の効果検証ができていな
い。各事業の実態を踏ま
え、必要な成果目標を設定
して、成果実績を適切に検
証できるようにするため。

（参考）現状の主な成果目
標：地域包括支援センター
の総合相談件数が高齢者
人口の伸び率に沿った形
で推移することを目標とす
る。

⑦
低所得者に対する介護保険
サービスに係る利用者負担
額の軽減措置事業

506 506 イ、オ

社会福祉法人が行う低所
得者に対する介護保険
サービスの利用者負担額
の軽減を支援することによ
り、低所得者の介護保険
サービスの利用促進を図
る。

平成28年度改正社会福祉
法において、社会福祉法人
の本来の役割を明確化す
るため、「地域における公
益的な取組」の実施に関す
る責務規定が創設されたこ
とから、これを機に公費を
投入することの是非につい
て見直す必要があるため。

・各事業の実態を把握しつつ、成果実績を適切に検証
できるよう必要な成果目標を設定すべきではないか。

・税制上の優遇措置を受けている社会福祉法人の現状
や、本補助金を廃止した場合に低所得者へどのような
影響があるかを分析した上で、公費を投入することの是
非について判断すべきではないか。

・補助を継続する場合でも、社会福祉法人の財務状況
を審査するなどの基準を設け、補助対象を限定すべき
ではないか。

・モニタリング検査については、予算の増額が厳しい一
方で、輸入食品の安全性を確保する必要があるが、現
在の検査項目の考え方が妥当かどうか検証するべきで
はないか。

・違反食品そのものの輸入を未然に防ぐため、輸出国
政府との協議等を通じて、輸出国において我が国の規
制に適合した輸出が行われるような方策を検討すべき
ではないか。
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番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄想定される論点

⑧
20歳到達者に係る国民年金
加入勧奨事業

660 656 オ

20歳到達者の国民年金加
入については、資格取得の
届出勧奨を行い、所定の期
限内に届出のない者には、
職権適用を行う。

20歳到達による加入手続
は、本人による届出を基本
としているため、①勧奨、②
資格取得処理（及び届出な
し者の職権適用）、③手帳
送付、④納付書送付の工
程があり、事務処理が煩雑
である。また、一定期間届
出がない者については職
権により加入手続を行って
おり、20歳到達者の半数が
職権によるものである。こ
のような実態を踏まえ、効
率的な事務処理となってい
るか検証する必要があるた
め。

⑨
生涯を通じた女性の健康支
援事業

269 297 イ

女性がその健康状態に応
じて的確に自己管理を行う
ことができるようにするため
の健康教室の開催や女性
のライフステージに応じた
一般的な相談を行う女性健
康支援センターの設置、不
妊・不育症に係る専門相談
を行う不妊専門相談セン
ターの設置等を通じて相談
体制の確立を図り、生涯を
通じた女性の健康の保持
増進を図る。

・本事業の有効性を確認す
るため、適切な成果目標を
検討・設定する必要がある
ため。

・本事業は、平成27年度、
平成28年度の執行率が
61％、64％と低調であり、
各事業の必要性、実施方
法、単位当たりコスト、事業
効果が妥当か検証する必
要があるため。

・生涯を通じた女性の健康
支援事業については、全実
施主体での実施には至っ
ておらず、全国レベルで身
近に気軽に利用しやすい
状況にはなっていない。こ
のため、これまで実施して
きた事業の効果や役割に
ついて検証し、今後のあり
方について検討する必要
があるため。

・適切な成果目標を検討・
設定したうえで、事業の有
効性、継続の必要性など本
事業の今後のあり方を検
討する必要があるため。

・適正な事業執行及び実効性を上げるためにも、適切な
成果目標（女性の利用者数など）を検討し、更に、相談
を希望する者が確実に利用できるよう周知を行うべきで
はないか。

・本事業のこれまでの事業実績について検証し、今後の
あり方について検討するべきではないか。

・不妊専門相談センターについては、「ニッポン一億総
活躍プラン」において、2019年度までに都道府県・指定
都市・中核市で実施することとしているが、プランの目標
を達成するために、現状の課題を調査・分析し、セン
ターの設置を促す改善策について検討するべきではな
いか。

２０歳到達者の事務負担（書類の記入の事務負担）の軽
減及び費用対効果の観点（届出勧奨状の作成・送付コ
ストの削減）から、日本年金機構が把握している２０歳到
達者全員について職権適用を行う等、より効率的な方
法を検討できないか。また、届出勧奨を行った後、届出
が提出されず、職権適用を行った場合、２０歳に到達し
たときから初回の納付書送付までの日数が、長い者で６
０日程度かかり、納期限（毎月の保険料の納期限は翌
月末）まで短期間となるケースが生じている。届出勧奨
を行わずに最初から職権適用を行った場合、納期限ま
でに十分な時間が確保できる。
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番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄想定される論点

⑩
生活困窮者就労準備支援事
業費等補助金（うちひきこもり
対策推進事業）

30,670の内数38,493の内数 ア、ウ

ひきこもり対策を推進する
ための体制を整備し、ひき
こもりの状態にある本人や
家族等を支援することによ
り、ひきこもりの状態にある
本人の自立を促進し、本人
及び家族等の福祉の増進
を図ることを目的とする。

成果目標が達成されていな
い中で、ひきこもりの者へ
の支援のため、広域的に実
施されるひきこもり地域支
援センター、ひきこもり支援
に携わる人材の養成研修
と市町村におけるひきこも
り支援機関の有機的連携
が図れるようにするため。

⑪
障害者芸術文化活動普及支
援事業

203 213 ア
障害者の芸術文化活動（美
術、演劇、音楽等）の更な
る振興を図る。

障害者の芸術文化活動を
振興するため、平成26年度
から28年度まで「障害者の
芸術活動支援モデル事業」
を実施し、障害者の芸術活
動の支援方策や関係者の
ネットワーク構築等につい
てノウハウの蓄積を図って
きたところであるが、2020
年東京オリンピック・パラリ
ンピックに向けて、障害者
の芸術文化活動の振興を
より一層進めていく必要が
あり、モデル事業のノウハ
ウが十分活かされているか
検証する必要があるため。

⑫
職場における化学物質管理
に関する総合対策

322 326 ア

未規制又は特定化学物質
障害予防規則等の特別規
則の対象となっていない化
学物質について、
①高いリスクが推定される
事業場におけるばく露実態
調査及び有害性情報の収
集、
②発がん性に着目した化
学物質のスクリーニング試
験（変異原性試験等）、
を実施する。

近年発生した胆管がん事
案、膀胱がん事案等を契機
に、化学物質による健康障
害防止対策の必要性が高
まる中、事業がより効果的
な仕組みとなるよう検証す
る必要があるため。

職場において取り扱われる化学物質は約70,000物質あ
り、毎年約1,000物質が新規化学物質として厚生労働大
臣に届け出られている状況において、職場における化
学物質管理の強化は厚生労働省が重点施策として掲
げる課題の一つとして優先度の高い事業に位置付けら
れているため、本事業が化学物質対策として効果的な
内容となっているか検討する。
また、成果目標の目標設定が事業の目的の達成度を測
る指標として適当であるか検討する。

※現在の成果目標
リスク評価を行った化学物質のうち、専門家による検討
や有識者による審議等を通じて、 新たに規制が必要と
されたものについて、100％政省令の改正等を行う。

・本事業の成果目標が達成されていない中で、身近な
地域におけるひきこもり支援の充実を図るため、平成３
０年度予算においてひきこもり対策推進事業の一部を
見直し、広域設置されているひきこもり地域支援セン
ターの市町村への後方支援機能を強化するとともに、市
町村におけるひきこもりの支援拠点づくりの推進等を行
うこととしているが、これらの事業見直しが効果的なもの
となっているかを検証できるよう、現在の成果目標を見
直すべきではないか。

※現在の成果目標
専門機関での支援が決定した件数が目標値（前年度の
１センターあたりの決定件数×設置数）を上回ること

2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて障害者
の芸術文化活動の振興をより一層進めていくに当たり、
モデル事業で得られた支援ノウハウの全国的な普及・
展開を図るため、その有効性を検証すべきではないか。
また、平成29年度以降の事業展開にあたって、成果目
標が事業目的に沿ったものとなっているか検証すべきで
はないか。
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番号 事業名
平成29年度

補正後予算額
平成30年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄想定される論点

⑬ 長期療養者就職支援対策費 334 547 ア、イ

ハローワークに就職支援ナ
ビゲーター等を配置し、が
ん診療連携拠点病院等と
の連携のもと、以下の業務
等を実施する。
１　個々の長期療養者の希
望や治療状況等を踏まえ
た職業相談、職業紹介
２　長期療養者の希望する
労働条件に応じた求人の
開拓、求人条件の緩和指
導
３　長期療養者の就職後の
職場定着の支援
４　がん診療連携拠点病院
等への出張相談、労働市
場・求人情報等の雇用関係
情報の提供
５　支援事例やノウハウ等
に関する情報・意見交換を
行う交流会の開催

「働き方改革実行計画」（平
成29年3月28日働き方改革
実現会議決定）及び「未来
投資戦略2017」（平成29年
6月9日閣議決定）において
病気の治療と仕事の両立
支援の体制整備が盛り込
まれたことを受けて、拠点
数の拡大等を行ってきてい
るが、効率的・効果的な事
業実施となっているかどう
か効果検証をする必要が
あるため。

⑭
トライアル雇用助成金事業
（一般トライアルコース）

3,784 2,365 イ

主にニート、フリーター、母
子家庭の母等、学卒未就
職者、育児等でキャリアブ
ランクのある人など安定し
た職業に就くことが困難で
ある求職者を、ハローワー
クや職業紹介事業者等の
紹介により、一定期間（原
則3ヶ月）試行的に雇用す
る事業主に対して、トライア
ル雇用助成金（対象者一人
につき月額最大4万円（母
子家庭の母等は月額最大5
万円））を支給する。

雇用失業情勢の改善によ
る正社員求人の増加に伴
い、トライアル雇用を経るこ
となく就職できるケースの
増加が一層見込まれる。
助成の対象規模等が現下
の雇用失業情勢に照らして
適切なものとなっているか
検証する必要があるため。

社会的な要請に対して、本事業が十分に効果を上げら
れるような内容となっているか再検討する。

・長期療養者就職支援事業については、平成25年度か
らモデル事業として５つの労働局で開始したところ。平
成28年度には全労働局で事業を展開している。各実績
については、堅調に伸びているものの、支援対象者の
アウトプットの実績が、当初見込みより下回っている状
況であり、がん連携拠点病院との連携や積極的な周知
等、支援対象者の確保を強化する必要があるのではな
いか。
・治療と両立できる求人（両立求人）の確保に当たって
は、支援対象者の希望に応じた柔軟な勤務条件等の設
定や求人条件緩和指導等を通じた求人確保を行うこと
が必要であるが、長期療養者の採用等に不安を感じ、
雇入れを躊躇する企業も多いなど、必ずしも支援対象
者の個々のニーズを十分に踏まえた求人が確保できて
いるとは言えない状況である。したがって、こうした課題
（求人者の理解等）を解決し、支援対象者の個々のニー
ズを踏まえた求人確保を通じて、求人・求職のマッチン
グを一層効果的に推進していくことが重要ではないか。
・長期療養者の就労促進のためには、長期療養者の雇
用に係る企業側の理解を一層促進するとともに、効果
的なマッチングに向けた取組みの充実が必要ではない
か。

・当該助成金の執行率が70％（平成28年度）と低調であ
り、現下の雇用失業情勢に照らして予算規模が適切な
ものとなるよう検討すべきではないか。

・真に支援を必要とする求職者に本事業の活用が図ら
れるよう検討すべきではないか。
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⑮
幅広い職種を対象とした職務
分析に基づいた包括的な職
業能力評価制度の整備

299 296 ア、オ

○職業能力評価基準の整
備・活用促進
　・業界団体と連携して企
業調査・職務分析を実施
し、職業能力評価基準を策
定
　・人材育成やマッチング
のためのツール作成
　・専門家（企業の人事・労
務担当者やキャリアコンサ
ルタント等）向けセミナー等
の開催

○認定社内検定の拡充・普
及促進事業
　・社内検定拡大推進プロ
ジェクトの推進（推進経験
交流会等）
　・企業への支援体制の整
備（コンサルタントの配置
等）

○業界スタートアップ支援
事業（30年度限り）
　・技術的支援等に資する
オペレーションマニュアル
の作成等

・平成14年の制度開始から
16年経過するものの、成果
指標（アウトカム）が、「職業
能力評価基準」に係るHP
へのアクセス件数及び導入
先企業に対する活用状況
アンケートによる人事関係
活動における改善割合の
みであるなど、本事業目的
の達成度合いを客観的に
測定できていないと思わ
れ、詳細な活用実態の把
握や普及状況が不明であ
るため。

・「認定社内検定の拡充・普
及促進事業」における活動
実績（アウトプット）としてい
る支援対象企業数は目標
を達成しているものの、前
年度に支援対象となった企
業48社のうち、29年度中に
認定申請に至った企業数
が２社に留まっているた
め。

⑯
両立支援等助成金（介護離
職防止支援コース）

1,234 643 ア、イ

厚生労働省が策定した「介
護離職を予防するための
両立支援対応モデル」に基
づき職場環境整備に取り組
むとともに、「介護支援プラ
ン」の策定・導入により円滑
な介護休業取得・職場復帰
をした労働者、又は介護の
ための勤務制限制度を利
用した労働者が生じた事業
主に支給する。

平成28年６月24日に閣議
決定された 「ニッポン一億
総活躍プラン」において「介
護離職ゼロ」と言う目標が
掲げられるなど、社会的
ニーズは高い事業である
が、執行率が低調（28年
度：0％、29年度：2％（速報
値）であることから、事業が
低調である要因を分析する
とともに、事業が効果的な
仕組みとなるよう検証する
必要があるため。

・職業能力評価基準について、企業の活用実態の把握
が十分でなく、企業が人事評価・人材育成・採用に活用
するにあたり、自社のニーズに合わせて職業能力評価
基準をカスタマイズするための支援が十分に対応できて
いないことから、業界での活用が進んでいないのではな
いか。

・認定社内検定における活動実績（アウトプット）としてい
る支援対象企業数は目標を達成しているものの、平成
29年度中に、認定申請に至った企業数はそのごく一部
である。これは、要因分析や支援のあり方の検討が必
要ではないか。

・事業が介護離職を防止するための施策として効果的
な内容となっているか検証を行うべきではないか。

・企業の施策認知が不足していないか検証を行い、事
業に関する周知方法の改善等を行う必要があるのでは
ないか。
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⑰ 医薬品等産業振興費 213 327 オ

後発医薬品を促進する観
点から、①　都道府県にお
いて、「後発医薬品安心使
用促進のための協議会」等
を設置・運営するとともに、
患者及び医療関係者が後
発医薬品を安心して使用す
るための環境作りを行う。
②　「後発医薬品の使用促
進のためのさらなるロード
マップ」にも基づく使用促進
策の取組状況や課題等の
モニタリングを行う。
③　後発医薬品の普及啓
発を図るため、啓発資材の
作成を行う。
④　後発医薬品の使用促
進が進んでいない都道府
県を重点地域として指定
し、問題点の調査・分析及
び使用促進のためのモデ
ル事業を行う。

・本事業は、後発医薬品に
係る数量シェア等のアウト
カムが明確であり、複数の
関連施策があり、当該事業
だけでアウトカムを評価す
ることはできないものの、こ
れまでの取組との因果関
係などを検証し、事業の評
価を行うことが可能と想定
され、ＥＢＰＭの試行的実
践のモデルとなり得ると考
えられるため。

ＥＢＰＭの
試行的実
践

⑱ 機械等の災害防止対策費 101 101 オ

機械設備の安全化の促進
及び労働災害の防止を図
る観点から、危険性・有害
性等の調査（リスクアセスメ
ント）の実施支援、型式検
定対象機械の買取試験、
老朽化した生産設備の安
全対策の調査研究等を行
う。

・本事業は、危険性・有害
性等の調査（リスクアセスメ
ント）の実施及びその結果
に基づき講じる措置に対す
る援助指導などであり、機
械設備による労働災害件
数などアウトカムが明確で
あり、ＥＢＰＭの試行的実践
のモデルとなり得ると考え
られるため。

ＥＢＰＭの
試行的実
践

後発医薬品に係る数量シェア（80％以上目標）などのア
ウトカムについて、都道府県別等の地域比較が可能と
考えられることから、これらの分析を通じて後発医薬品
の使用促進の取組の効果を測定する必要があるので
はないか。

機械設備による労働災害件数など、アウトカムが明確に
把握可能である一方、労働災害件数は、経済活動のト
レンドによる生産量、労働者数の変化のほか、就業構
造の変化によるアウトソーシングの進展、労働者の多様
化や年齢構成の偏りといった様々な外的要因の影響を
受けることから、労働災害防止対策の効果の測定には
それら要因による影響を加味する必要があるのではな
いか。
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